
連結財政状態計算書
（単位 ： 百万円）

科　　目
当　期

（2022年12月31日現在）

前　期 （ご参考）

（2021年12月31日現在）

資　　　産

流 動 資 産

現金及び現金同等物 37,438 52,743

営業債権及びその他の債権 415,676 395,974

棚 卸 資 産 234,969 200,828

未 収 法 人 所 得 税 等 7,354 2,232

そ の 他 の 金 融 資 産 10,028 7,119

そ の 他 の 流 動 資 産 32,062 34,081

小　　　計 737,529 692,980

売却目的で保有する資産 － 7,196

流 動 資 産 合 計 737,529 700,176

非 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産 834,721 818,398

のれん及び無形資産 3,027,929 2,819,634

持分法で会計処理されている投資 6,722 6,640

そ の 他 の 金 融 資 産 125,780 126,295

繰 延 税 金 資 産 54,888 34,549

確 定 給 付 資 産 24,004 23,981

その他の非流動資産 18,767 18,071

非 流 動 資 産 合 計 4,092,815 3,847,572

資 産 合 計 4,830,344 4,547,748

科　　目
当　期

（2022年12月31日現在）

前　期 （ご参考）

（2021年12月31日現在）

負　債　及　び　資　本

負 債

流 動 負 債

営業債務及びその他の債務 591,869 531,573

社 債 及 び 借 入 金 367,267 423,652

未 払 法 人 所 得 税 等 30,906 36,841

引 当 金 14,103 13,253

そ の 他 の 金 融 負 債 135,983 111,585

そ の 他 の 流 動 負 債 125,816 125,985

流 動 負 債 合 計 1,265,946 1,242,891

非 流 動 負 債

社 債 及 び 借 入 金 1,130,042 1,172,551

確 定 給 付 負 債 20,349 24,053

繰 延 税 金 負 債 213,494 203,579

そ の 他 の 金 融 負 債 131,792 139,194

その他の非流動負債 5,774 6,330

非 流 動 負 債 合 計 1,501,452 1,545,709

負 債 合 計 2,767,399 2,788,600

資 本

資 本 金 220,044 220,044

資 本 剰 余 金 161,793 161,731

利 益 剰 余 金 1,165,542 1,064,644

自 己 株 式 △1,178 △923

その他の資本の構成要素 514,532 311,607

親会社の所有者に帰属する持分合計 2,060,734 1,757,104

非 支 配 持 分 2,210 2,043

資 本 合 計 2,062,945 1,759,148

負 債 及 び 資 本 合 計 4,830,344 4,547,748

連結計算書類≪国際会計基準 （IFRS） により作成≫
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連結損益計算書
（単位 ： 百万円）

科　　目
 当　期

2022年 1 月 1 日から

（ 2022年12月31日まで ）
 前　期 （ご参考）

2021年 1 月 1 日から

（ 2021年12月31日まで ）

売 上 収 益 2,511,108 2,236,076

売 上 原 価 △1,589,272 △1,383,195

売 上 総 利 益 921,835 852,881

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △678,018 △634,940

そ の 他 の 営 業 収 益 16,850 46,055

そ の 他 の 営 業 費 用 △43,619 △52,096

営 業 利 益 217,048 211,900

金 融 収 益 5,498 5,754

金 融 費 用 △17,221 △18,516

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 667 687

税 引 前 利 益 205,992 199,826

法 人 所 得 税 費 用 △54,275 △46,003

当 期 利 益 151,717 153,823

当 期 利 益 の 帰 属 ：

親 会 社 の 所 有 者 151,555 153,500

非 支 配 持 分 162 322

合 計 151,717 153,823
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（ご参考） 連結キャッシュ ・ フロー計算書 ＜要約＞ 
（単位 ： 百万円）

科　　目
 当　期

2022年 1 月 1 日から

（ 2022年12月31日まで ）
 前　期

2021年 1 月 1 日から

（ 2021年12月31日まで ）
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

税 引 前 利 益 205,992 199,826
減 価 償 却 費 及 び 償 却 費 140,419 134,815
営 業 債 権 の 増 減 額 （△は増加） △826 △11,812
棚 卸 資 産 の 増 減 額 （△は増加） △27,957 △14,566
営 業 債 務 の 増 減 額 （△は減少） 25,737 9,598
未 払 酒 税 の 増 減 額 （△は減少） △4,062 9,106
確 定 給 付 資 産 負 債 の 増 減 額 （△は減少） 1,441 2,084
そ の 他 21,303 67,483

小　　　　　　　　　計 362,049 396,535
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 3,344 3,116
利 息 の 支 払 額 △10,839 △11,224
法 人 所 得 税 の 支 払 額 △88,562 △50,615

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 265,991 337,812
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △99,846 △92,635
固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 25,978 65,061
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △552 △464
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 8,483 30,159

持分法で会計処理されている投資の売却による収入 676 －
連結の範囲の変更を伴う子会社株式等の取得による支出 △2,661 △14,762
連結の範囲の変更を伴う子会社株式等の売却による収入 － 396
条 件 付 対 価 の 決 済 に よ る 支 出 △2,357 －
そ の 他 1,091 △2,103

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △69,186 △14,348
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

金 融 債 務 の 増 減 額 （△は減少） △163,296 △264,958
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △263 △26
配 当 金 の 支 払 △55,738 △54,220
そ の 他 △258 △1,119

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △219,556 △320,325
現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 7,447 1,144
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 （△は減少） △15,304 4,283
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 52,743 48,460
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 37,438 52,743
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貸借対照表
（単位 ： 百万円）

科　　目
当　期

（2022年12月31日現在）

前　期 （ご参考）

（2021年12月31日現在）

資　産　の　部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 5,524 20,485
短 期 貸 付 金 134,454 213,643
前 払 費 用 550 1,334
未 収 入 金 22,639 38,217
未 収 還 付 法 人 税 等 0 456
そ の 他 127 149
貸 倒 引 当 金 － △3,757

流 動 資 産 合 計 163,297 270,528
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 15,269 17,068
構 築 物 357 388
機 械 及 び 装 置 4 8
車 輌 運 搬 具 0 0
工 具 器 具 備 品 493 956
土 地 15,037 15,037
リ ー ス 資 産 28 1,661
建 設 仮 勘 定 0 5

有 形 固 定 資 産 合 計 31,191 35,125
無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権 27 39
商 標 権 6,045 7,013
ソ フ ト ウ ェ ア 1,116 13,269
リ ー ス 資 産 － 60
そ の 他 3 4

無 形 固 定 資 産 合 計 7,191 20,386
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 6,656 12,455
関 係 会 社 株 式 2,689,543 2,674,981
関 係 会 社 出 資 金 4,519 4,519
繰 延 税 金 資 産 33,166 25,141
そ の 他 518 2,682
貸 倒 引 当 金 △167 △169

投資その他の資産合計 2,734,237 2,719,611
固 定 資 産 合 計 2,772,620 2,775,124
資 産 合 計 2,935,917 3,045,652

科　　目
当　期

（2022年12月31日現在）

前　期 （ご参考）

（2021年12月31日現在）

負　債　の　部

流 動 負 債

短 期 借 入 金 154,088 172,270
コマーシャル ・ ペーパー 110,000 105,000
１年内償還予定の社債 100,000 140,020
リ ー ス 債 務 10 608
未 払 金 3,500 2,199
未 払 費 用 6,054 9,605
預 り 金 132,011 206,198
賞 与 引 当 金 223 455
役 員 賞 与 引 当 金 288 418
そ の 他 6,479 1,096

流 動 負 債 合 計 512,656 637,872
固 定 負 債

社 債 1,022,714 1,029,832
長 期 借 入 金 103,400 145,820
リ ー ス 債 務 20 1,281
そ の 他 1,090 1,097

固 定 負 債 合 計 1,127,225 1,178,031
負 債 合 計 1,639,882 1,815,904

純　資　産　の　部

株 主 資 本

資 本 金 220,216 220,216
資 本 剰 余 金 194,511 194,511

資 本 準 備 金 87,977 87,977
そ の 他 資 本 剰 余 金 106,533 106,533

利 益 剰 余 金 913,748 822,728
そ の 他 利 益 剰 余 金 913,748 822,728

別 途 積 立 金 195,000 195,000
繰 越 利 益 剰 余 金 718,748 627,728

自 己 株 式 △1,178 △923
株 主 資 本 合 計 1,327,297 1,236,533
評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金 2,094 1,882
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △33,356 △8,667

評価・換算差額等合計 △31,262 △6,785
純 資 産 合 計 1,296,035 1,229,747
負 債 純 資 産 合 計 2,935,917 3,045,652

計算書類≪日本基準により作成≫
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損益計算書
（単位 ： 百万円）

科　　目
 当　期

2022年 1 月 1 日から

（ 2022年12月31日まで ）
 前　期 （ご参考）

2021年 1 月 1 日から

（ 2021年12月31日まで ）
営 業 収 益 172,189 210,060

グ ル ー プ 運 営 収 入 等 30,326 39,083

不 動 産 賃 貸 収 入 1,829 1,711

関 係 会 社 受 取 配 当 金 140,033 169,264

営 業 費 用 22,225 37,461

営 業 利 益 149,963 172,598

営 業 外 収 益 5,697 2,738

受 取 利 息 及 び 配 当 金 583 1,287

為 替 差 益 1,150 107

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 3,757 954

そ の 他 205 389

営 業 外 費 用  7,189 9,445

支 払 利 息 6,683 7,414

社 債 発 行 費 268 1,178

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 558

そ の 他 237 294

経 常 利 益 148,471 165,891

特 別 利 益  75 1,959

投 資 有 価 証 券 売 却 益 11 1,959

そ の 他 の 特 別 利 益 63 －　

特 別 損 失  1,291 8,151

固 定 資 産 除 売 却 損 147 153

投 資 有 価 証 券 売 却 損 1,030 3,932

関 係 会 社 株 式 評 価 損 － 874

関 係 会 社 債 権 放 棄 損 － 1,121

事 業 構 造 改 善 費 用 113 1,944

そ の 他 － 125

税 引 前 当 期 純 利 益 147,254 159,700

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 42 △4,358

法 人 税 等 調 整 額 442 △9,515

当 期 純 利 益 146,769 173,574
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2023年２月８日

アサヒグループホールディングス株式会社

　取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人　東京事務所

指定有限責任社員
公認会計士 山　 田　 裕　 行

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 谷　　　　 尋　 史

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 森　 田　 真佐宏

業 務 執 行 社 員

監査意見
　当監査法人は、 会社法第444条第４項の規定に基づき、 アサヒグループホールディングス
株式会社の2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、 連結財政状態計算書、 連結損益計算書、 連結持分変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、 上記の連結計算書類が、 会社計算規則第120条第１項後段の規定により
定められた、 国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、
アサヒグループホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、 全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、 我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。 監査の基準における当監査法人の責任は、 「連結計算書類の監査における監査人
の責任」 に記載されている。 当監査法人は、 我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、 会社及び連結子会社から独立しており、 また、 監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。 当監査法人は、 意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、 事業報告及びその附属明細書である。 経営者の責任は、 その他の
記載内容を作成し開示することにある。 また、 監査役及び監査役会の責任は、 その他の記
載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、 当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、 その他の記載内容を通読し、 通読の
過程において、 その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、 また、 そのような重要な相違以外にその
他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、 実施した作業に基づき、 その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、 その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、 当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、 連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められ
た、 国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、 適正に
表示することにある。 これには、 不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、 経営者は、 継続企業の前提に基づき連結計算書類を作

監査報告

81



成することが適切であるかどうかを評価し、 会社計算規則第120条第１項後段の規定により
定められた、 国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、 財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、 監査人が実施した監査に基づいて、 全体としての連結計算書類に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、 監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。 虚偽表示は、 不正又は誤謬
により発生する可能性があり、 個別に又は集計すると、 連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、 重要性があると判断される。
　監査人は、 我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、 監査の過程を
通じて、 職業的専門家としての判断を行い、 職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、 評価する。 また、 重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、 実施する。 監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。 さらに、 意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、 内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、 監査人は、 リスク評価の実施に際して、 状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、 監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、 並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、 また、
入手した監査証拠に基づき、 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。 継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、 監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、 又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でな
い場合は、 連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。 監
査人の結論は、 監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、 将来の事象や
状況により、 企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、 会社計算規則第120条第１項後段の規定により定
められた、 国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、 関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、 構成及び内容、
並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、 会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。 監査人は、 連結計算書類の監査に関する指示、 監
督及び実施に関して責任がある。 監査人は、 単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、 監査役及び監査役会に対して、 計画した監査の範囲とその実施時期、 監査の
実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、 及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、 監査役及び監査役会に対して、 独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、 並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、 及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、 公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2023年２月８日

アサヒグループホールディングス株式会社

　取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人　東京事務所

指定有限責任社員
公認会計士 山　 田　 裕　 行

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 谷　　　　 尋　 史

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 森　 田　 真佐宏

業 務 執 行 社 員

監査意見

　当監査法人は、 会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、 アサヒグループホールディン

グス株式会社の2022年１月１日から2022年12月31日までの第99期事業年度の計算書類、

すなわち、 貸借対照表、 損益計算書、 株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附

属明細書 （以下 「計算書類等」 という。） について監査を行った。

　当監査法人は、 上記の計算書類等が、 我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、 当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、 全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、 我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。 監査の基準における当監査法人の責任は、 「計算書類等の監査における監査人の

責任」 に記載されている。 当監査法人は、 我が国における職業倫理に関する規定に従って、

会社から独立しており、 また、 監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。 当監

査法人は、 意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、 事業報告及びその附属明細書である。 経営者の責任は、 その他の記

載内容を作成し開示することにある。 また、 監査役及び監査役会の責任は、 その他の記載内

容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、 その他の記載内容を通読し、 通読の過程

において、 その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間

に重要な相違があるかどうか検討すること、 また、 そのような重要な相違以外にその他の記

載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、 実施した作業に基づき、 その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、 その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、 当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、 我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。 これには、 不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、 経営者は、 継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、 我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
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計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示

する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、 財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、 監査人が実施した監査に基づいて、 全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、 監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。 虚偽表示は、 不正又は誤

謬により発生する可能性があり、 個別に又は集計すると、 計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、 重要性があると判断される。

　監査人は、 我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、 監査の過程

を通じて、 職業的専門家としての判断を行い、 職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、 評価する。 また、 重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、 実施する。 監査手続の選択及び適用は監査人の判断に

よる。 さらに、 意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、 内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、 監査人は、 リスク評価の実施に際して、 状況に応じた適切な監査手続を立案するた

めに、 監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、 並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、 また、

入手した監査証拠に基づき、 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。 継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、 監査報告書において計算書類等の注記事項に注

意を喚起すること、 又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場

合は、 計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。 監査人の

結論は、 監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、 将来の事象や状況に

より、 企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、 我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠しているかどうかとともに、 関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、

構成及び内容、 並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているか

どうかを評価する。

　監査人は、 監査役及び監査役会に対して、 計画した監査の範囲とその実施時期、 監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、 及び監査の基

準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、 監査役及び監査役会に対して、 独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守したこと、 並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、 及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、 公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、 2022年1月1日から2022年12月31日までの第99期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、 各監査役が作成した監査報告書に基づき、 審議のうえ、 本監査報告書を

作成し、 以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　（１）　監査役会は、 監査の方針、 職務の分担等を定め、 各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、 取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、 必要に応じて説明を求めました。

　（２）　各監査役は、 監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、 監査の方針、 職務の分担等

に従い、 電話回線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、 取締役、 内部監

査を担当する組織その他の使用人等と意思疎通を図り、 情報の収集及び監査の環境の整

備に努めるとともに、 取締役会その他重要な会議に出席し、 取締役及び使用人等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、 必要に応じて説明を求め、 重要な決裁書類等を

閲覧し、 本社及び主要な事業所等において業務及び財産の状況を調査いたしました。 また、

事業報告に記載されている 「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他業務の適正を確保するための体制 （内部統制システム）」 （会社法

第362条第4項第6号並びに会社法施行規則第100条第1項及び第3項） について、 取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、 必要に応

じて説明を求め、 意見を表明いたしました。 事業報告に記載されている 「当社の財務及

び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」 （会社法施行規則第118

条第3号） については、 取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、 その内容につ

いて検討を加えました。 子会社については、 子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及

び情報の交換を図り、 必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 以上の方法に

基づき、 当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　（３）　さらに、 会計監査人が独立の立場を保持し、 かつ、 適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、 会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、 必要

に応じて説明を求めました。 また、 会計監査人から 「職務の遂行が適正に行われること

を確保するための体制」 （会社計算規則第131条各号に掲げる事項） を 「監査に関する

品質管理基準」 （2005年10月28日企業会計審議会） 等に従って整備している旨の通知

を受け、 必要に応じて説明を求めました。 なお、 監査上の特別な検討を必要とするリスク

については、 会計監査人と資金生成単位グループごとに収益力、 資金効率等からみて減

損のおそれがあるものなどを中心に協議を行うとともに、 その監査の実施状況について

報告を受け、 必要に応じて説明を求めました。 以上の方法に基づき、 当該事業年度に係

る計算書類 （貸借対照表、 損益計算書、 株主資本等変動計算書及び個別注記表） 及びそ

の附属明細書並びに連結計算書類 （連結財政状態計算書、 連結損益計算書、 連結持分変

動計算書及び連結注記表） について検討いたしました。
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２. 監査の結果

　（１）　事業報告等の監査結果

　　一　‌�事業報告及びその附属明細書は、 法令及び定款に従い、 会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。

　　二　‌�取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

　　三　‌�内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。 また、 当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、 指

摘すべき事項は認められません。

　　四　‌�事業報告に記載されている当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針については、 指摘すべき事項は認められません。 事業報告に記載され

ている当該基本方針を実現するための各取組みについては、 当該基本方針に沿ったも

のであり、 当社の株主共同の利益を損なうものではなく、 かつ、 当社の会社役員の地

位の維持を目的とするものではないと認めます。

　（２）　‌�計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　（３）　‌�連結計算書類の監査結果 

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

２０２３年２月９日

　アサヒグループホールディングス株式会社　監査役会

常勤監査役 奥　 田　 好　 秀 ㊞

常勤監査役 西　 中　 直　 子 ㊞

社外監査役 早稲田　 祐美子 ㊞

社外監査役 川　 上　 　 　 豊 ㊞

社外監査役 大八木　 成　 男 ㊞

以　上
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